
農林水産業費
7億5,466万円（6.6%）
農業委員会委員報酬、農業振興、
農地整備、下水道事業会計農業
集落排水事業補助金など

令和４年度　決算の概要

　令和４年度の一般会計と各種特別会計の決算が、美里町議会９月会議において原案どおり承認さ
れました。令和４年度の決算の概要についてお知らせします。

歳入歳出とも前年度より減少
　令和４年度の一般会計の歳入決算額は118億5,612万円で、歳出決算額は114億7,938万円とな
りました。子育て世帯への臨時特別給付金事業補助金等の影響により、前年度と比較して歳入では
５億3,959万円の減、歳出で５億6,170万円の減となりました。

新中学校の整備や子育て支援の推進
　令和4年度は、新中学校整備推進事業で新中学校建設用地の造成工事を実施したほか、不動堂放
課後児童クラブの建設工事を行いました。また、子ども医療費助成の対象年齢を15歳までから18
歳までに拡充したことにより、子どもの医療機会の確保と子育て家庭における経済的負担の軽減を
図りました。

114億
7,938万円

議会費　9,062万円（0.8%）
議員報酬、議会だより印刷、会議録調製など

災害復旧費　4,289万円（0.4％）
公共施設の災害復旧工事

公債費　11億4,826万円（10.0%）
町債（借入金）の返済

教育費
16億4,630万円（14.3%）
スクールバス、学校・幼稚園
の管理、生涯学習、図書館、
体育振興など

総務費　15億7,606万円（13.7%）
庁舎管理、防犯交通安全対策、住民バス、
選挙、地域づくり支援など

民生費
33億7,705万円（29.4%）
高齢者・障害者・児童福祉事業
など

衛生費　11億4,490万円
（10.0%）ごみ処理、し尿処
理、健康づくりなど

労働費　1,037万円（0.1%）
シルバー人材センター補助金など

商工費
2億9,645万円（2.6%）
商工振興、観光物産など

土木費　9億4,644万円（8.2%）
道路建設・維持、町営住宅
管理、下水道事業会計公共
下水道事業補助金など

消防費
4億4,538万円（3.9%）
消防活動、消防施設整備など

歳　出

一般会計の決算



　歳入のうち町税は26億5,337万円で、前年度と比較して7,755万円の増となりました。地方交付
税では、大崎地域広域行政事務組合追加負担金の減額により震災復興特別交付税が減額しました。

令和４年度決算の実質収支額
歳入118億5,612万円－歳出114億7,938万円－繰越財源1,985万円＝３億5,689万円

　実質収支額３億5,689万円のうち１億7,900万円は、後年度に備えて財政調整基金に積み立てま
した。

　各特別会計の歳出決算額を前年度と比較すると、国民健康保険特別会計で1.1％の減、後期高齢
者医療特別会計で8.0％の増、介護保険特別会計で0.9％の減となりました。

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出差引額
国民健康保険特別会計 26億7,613万円 26億6,577万円 1,036万円
後期高齢者医療特別会計 3億3,012万円 3億2,938万円 74万円
介 護 保 険 特 別 会 計 26億2,318万円 25億3,775万円 8,543万円

◇水道事業会計の決算状況
　【収益的収支】　　収入額　　８億2,550万円（消費税等抜き７億5,473万円）

支出額　　７億8,193万円（消費税等抜き７億2,422万円）
差引額　　消費税等抜きで3,051万円の黒字

　【資本的収支】　　収入額　　１億5,191万円
支出額　　４億   217万円
差引額　　２億5,026万円の不足

差引不足額については、過年度分損益勘定留保資金、過年度分消費税および
地方消費税資本的収支調整額、減債積立金で補てんしました。

118億
5,612万円

地方譲与税・各種交付金
8億824万円（6.8%）
国・県に納めた税金の一
部が一定のルールで交付
されるものなど

地方交付税　40億3,482万円（34.0%）
標準的な町の財政規模を定め、不足するお
金が国から交付されるもの（震災復興特別
交付税含む。）

町債
7億7,754万円（6.6%）
建設工事を行うときや、国の地
方交付税の財源不足分を補うた
めに借入れしたもの

諸収入
2億9,537万円（2.5%）
貸付金元利収入やさまざまな
事業の実費負担など繰越金　1億8,464万円

（1.6%）
前年度からの繰越金

繰入金　3億1,812万円
（2.7%）　不足するお金を基金
（預金）から取り崩したものなど

財産収入・寄附金
4,481万円（0.3%）
町有地の売払収入や
ふるさと応援寄附金など

国・県支出金
26億889万円（22.0%）
道路建設事業、児童手当・障害者
福祉に伴う補助金など

使用料及び手数料、分担金など
1億3,032万円（1.1%）町営住宅使
用料・戸籍手数料など

町税　26億5,337万円（22.4%）
町民税・固定資産税・町たばこ税
など

歳　入

特別会計の決算

公営企業会計の決算



◇病院事業会計の決算状況
　【収益的収支】 収入額　　７億5,495万円（消費税等抜き７億4,811万円）

支出額　　７億1,573万円（消費税等抜き７億   934万円）
差引額　　消費税等抜きで3,877万円の黒字

累積欠損金の額は、４億6,781万円となりました。
　【資本的収支】 収入額　　　　8,773万円

支出額　　１億2,846万円
差引額　　　　4,073万円の不足

差引不足額については、過年度分損益勘定留保資金で補てんしました。

◇下水道事業会計の決算状況
　【収益的収支】 収入額　　10億1,912万円（消費税等抜き９億3,657万円）

支出額　　 ９億1,933万円（消費税等抜き９億   119万円）
差引額　　消費税等抜きで3,538万円の黒字

　【資本的収支】 収入額　　14億1,989万円
支出額　　18億7,653万円
差引額　　 ４億5,664万円の不足
　前年度同意済企業債9,390万円および翌年度へ繰り越される繰越工事資金
3,700万円を除いた差引不足額５億8,754万円については、当年度分消費税お
よび地方消費税資本的収支調整額、繰越工事資金、過年度分損益勘定留保資金、
当年度分損益勘定留保資金で補てんしましたが、なお不足する額については、
令和４年度同意済企業債の未発行分で翌年度に措置します。

　一般会計の令和４年度末の町債残高は、令和３年度末残高に比べて３億3,584万円の減額となり、
101億9,468万円となりました。このうち、地方財源の不足に対応するために従来の交付税に代え
て発行される臨時財政対策債の占める割合は42.0％となり、前年度と比べて2.1ポイント減少して
います。町全体の町債および企業債残高は、前年度と比べて３億5,723万円の減額となりました。

　国民健康保険特別会計の基金現在高は減額となりましたが、一般会計と介護保険特別会計の基金
現在高は増額となり、基金全体で1,715万円の増額となりました。

区　　分 令和３年度末残高 令和４年度借入額 令和４年度元金償還額 令和４年度末残高
一 般 会 計 105億3,052万円 7億7,399万円 11億　983万円 101億9,468万円
水 道 事 業 会 計 31億1,869万円 1億6,150万円 2億4,590万円 30億3,429万円
病 院 事 業 会 計 2億4,954万円 1,400万円 9,925万円 1億6,429万円
下水道事業会計 74億5,482万円 8億1,440万円 6億5,569万円 76億1,353万円
合 計 213億5,357万円 17億6,389万円 21億1,067万円 210億　679万円

区 分 令和３年度末の現在高
（Ａ）

令和４年度末の現在高
（Ｂ）

増減額
（Ｂ）－（Ａ）

一般会計　財政調整基金 16億6,833万円 16億3,330万円 △3,503万円
一 般 会 計 　 減 債 基 金 2億3,697万円 2億7,638万円 3,941万円
一般会計　その他の基金 18億1,180万円 18億4,609万円 3,429万円
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
財政調整基金・出産費資金
貸 付 事 業 基 金

7億9,478万円 6億9,157万円 △1億　321万円

介 護 保 険 特 別 会 計
介 護 給 付 費 準 備 基 金 5億1,712万円 5億9,881万円 8,169万円

合 計 50億2,900万円 50億4,615万円 1,715万円

町債および企業債の借入額・償還額・年度末残高

基金の年度末残高・増減額



　この法律は、地方公共団体の財政の健全性を表す４つの比率の公表制度を設けており、この比率
が早期健全化基準を超えた場合、町は財政の早期健全化のための計画を定め、さらなる財政の健全
化に取組まなければなりません。
　美里町の令和４年度の決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率の算定結果についてお知
らせいたします。

　町では、公園や街路、下水道など、都市計画事業に使用する目的で都市計画税を徴収しています。
令和４年度に納税された9,670万円は、都市計画事業１億412万円の財源の一部として使用しまし
た。不足分は前年度充当できなかった都市計画税と一般財源を充当しています。

◇実質赤字比率
　一般会計が赤字か黒字か判断する比率です。赤字のときのみ数値が記載されます。過去のいず
れにおいても黒字となり赤字はありません。

◇連結実質赤字比率
　公営企業会計を含む全会計の合計が赤字か黒字か判断する比率です。赤字のときのみ数値が記
載されます。過去のいずれにおいても黒字となり赤字はありません。

◇実質公債費比率
　町がその年度に返済すべき公債費等の金額が、町の標準的な収入金額に対してどのくらいの比
率になっているのかを示す数値です。

◇将来負担比率
町が将来にわたって抱える負担すべき金額（町債の借入れやリース契約などで支払いが確定し

ている金額）が、町の標準的な収入金額に対してどのくらいの比率になっているのかを示す数値
です。

　公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する割合です。公営企業の資金不足を公営企業の
事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すものです。
　本町の水道事業会計、病院事業会計及び下水道事業会計すべてにおいて資金不足額はありません。

区　分 令和３年度 令和４年度 前年度対増減 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － － － 　　14.02% 20.0%

連結実質赤字比率 － － － 　　19.02% 30.0%

実質公債費比率 　6.7% 　7.1% 0.4 　25.0% 35.0%

将 来 負 担 比 率 14.1% 19.8% 5.7 350.0% －

都市計画事業 決算額

下水道事業会計への補助金
（これまで整備した公共下水道整備事業に係る企業債償還金） 7,092万円

これまで整備した都市計画事業に係る町債償還金 3,320万円

合　　　　計 １億　412万円

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率および資金不足比率

　都市計画税等の使い道（令和４年度歳入　都市計画税9,670万円）

１　健全化判断比率

２　資金不足比率


